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This paper examines whether Japanese information  gathering in the multilateral aid 

organizations is effective or not,in terms of project finding and procurement services 

in comparision with Americans. The activities of international financial institutions 

such as the World Bank,Asian Development Bank,Inter-American Bank and African 

Development Bank as well as the United Nations Technical Agencies, are calefully 

reviewed, to measure the usefulness and beneficiaries of these organizations as one 

of the potential world-wide export markets. 

In conclusion, it is clearly observed that Japan has made an effort to overcome 

her disadvantageous factors over US in location, manpower,and information flow 

through the multilateral aid organizations in the international business. The study 

indicates, however, that Japan still stands far behind the US in the political power 

influencing the above organizations,even though the US puts less priority on 

Multilateral aid organizations than bilateral aid operations.

序

日本の国際社会での貢献の必要性が国内外

で問われている.そ の前提条件 となる"情 報

力"の 問題を踏まえて,経 済協力分野におけ

る日本 と国際機関 との関係に焦点を当てZ日

本の国際情報力を分析 してみた.経 済協力分

野は,い わゆる国際開発金融機関と国連専門

機関を中心に実施されているが,国 際機関の

経済協力総額は,日 本政府のODA(政 府開発

援助)の 約3倍 にのぼる.特 に,本 項では世

界銀行グループ,ア ジア開発銀行,米 州開発

銀行そして国連開発計画(UNDP)の4国 際

援助機関を中心に検討 した.日 本の上記国際

一38一



情報研究(中 村 敏夫)

援助機関へ の貢献度並 びに情報 力を,米 国の

場合 と比較 して研 究 してい るが,貢 献度の指

標 には,(1)発 言 力(投 票権),(2)拠 出金,(3)資

材 調達,(4)人 材 供給(職 員・コソサルタソ ト・

専 門家),の4分 野 を対 象 とした.

1.国 際機関での日米格差

第2次 大戦後,戦 勝国を中心 とした 国際連

合 や世 界銀行をは じめ国際機関 が次hと 創設

された.戦 後処理を終 え,日 本 のイニシチア

チ ィブで1956年 に設立 された アジア開発銀行

を除 き,敗 戦国 日本 の国際社会活動 での出遅

れは当然の ことなが ら目立つ(注i)。米 国 と比較

した場合,日 米 の対外協力 の基本的相違点 は,

米 国援助 の主眼 が戦略的 な軍事援助 であ り,

そ れ が 日本 に は全 くな い とい うこ とで あ

る(注2).戦後 の歴史的経緯 もあ り,国 際機 関に

対す る 日米両 国の種 々の協 力格差 は後項 で論

述 しているが,自 由世 界GNP第1位 と第2位

の 日米間 としてはいぜ ん大 き過 ぎる と言わ ざ

るを得 ない.

国際機 関の機能 におけ る政治的バ ロメータ

ーである投票権(す なわち発言力)は ,米 国

は81年 度 世 界 銀 行 で20.84%(日 本 は5.04

%),国 際 開発協会(IDA,第2世 銀)で30.56

%(日 本 は12.03%),IFC(国 際 金融公社)で

24%(日 本 は2.24%),米 州 開発銀行 で34.55

%(日 本 は0.92%),ア ジ ア開発銀行 で13.56

%(日 本 も同率),と ア ジア開発銀行を除 き 日

米シ ェアは大 き く開いてい る.

中 国は1980年 秋 のIMF=世 界 銀行総会で加

盟 し,新 理事国 として6番 目の地位を保つ こ

とにな った.米 国を中心 とす る戦後 の資本主

義を支 えて きた ブ レ トン ・ウッズ体制 に社会

主義国の有力 メンバ ー中 国が加盟 した意義 は

大 きい(注3).今後 は アジアで の 日米 中の協調 と

競合が問題 となろ う.

米 議会は カーター前政権 に対 して,「今後 の

米国の国際開発金融機関へ の拠 出金 シ ェアを

原則 として全体 の25%以 内 に抑 え るべ きであ

儀

る」,と勧告 した(注4).この傾 向は大 幅な財政赤

字 を抱 える レーガン政権 になって より鮮 明 と

なった.そ の背景 には,米 国の"援 助疲れ"や

日本,ド イツ,OPEC諸 国 な ど経済 強国に国

際的責任 の行使 を求め る米国内の声 が存在 す

る(注5).実 際,生 み の親 であ るはず の米国が,

国際 開発協会 への第6次 増 資で も,た だ一 国

米議会 の承認が とれずに足踏みを した経緯が

ある(注6).要 す るに,米 議会 に とって,経 済協

力 は最重要 な関心事項ではな く,選 挙の票に

結 びつ きに くいのであ る(注7).選挙 の年には よ

り鮮 明 とな る(注8).雇用 の創出への貢献が著 し

く高けれぽ別であ ろ う.

米 財務省の調べに よると,先 進主要諸国の

企業に よる国際機関の経済協力 プ ロジエ ク ト

入札での実績統計 は次の通 りであ る.世 界銀

行の場合,国 別資材調達額 は上位4力 国一米

国(24%),西 ドイ ッ(14%),イ ギ リス(13

%),日 本(15%)一 で 全体の3分 の2を 占め

る.

米 議会下院 国際開発銀行小委員会(ゴ ソザ

レス委員長)が 開催 した公聴会 の席上,ナ ク

マ ノブ財務次官補代理 は 「米 国が1ド ルを世

界銀行 に拠 出す るこ とに,同 銀行 による2ド

ル の 米 国 内 支 出 の 恩 恵 が あ る」 と証 言 し

た(注9).こ の証 言に裏付 け られ るよ うに,米 企

業 の4大 国際 開発金融機 関一世界銀行,国 際

開発協会,米 州 開発銀行,ア ジア開発銀 行一

に対す る資材調達全体 に占める割合 は約2割

に達す る.な かで も,ワ シ ン トソに本店 を置

く米州開発銀 行では全体 の4割 を占め る.逆

に,日 本企業 が強いア ジア開発銀 行では1割

に満 たない,と い う統 計が示 されてい る.米

国の資材調達 企業はサ ンベル ト地 帯が増加 し

てい る(注10).

次 に,資 材調達 と並んで も う一つのバ ロメ

ーターであ る国際機関が実施す る経済協力 プ

ロジ ェク トに 占め る国別 コソサル テ ィング企

業(含 む個人 コソサル タン ト,専 門家)の 受

注 シ ェアに触れ るる と,次 の通 りであ る.米
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国は世 界銀行が3分 の1,ア ジ ア開発銀行が

4分 の1と 両機 関共 に1位 を占め る.技 術協

力が中心 のUNDPで は,イ ギ リスが1位 を 占

め るが,米 国は約1割 で2位 に ランク され る
.

世 界銀行 の採用 す るコンサル タン トに米 国

人が多い理 由 として考 え られ る主 な事項 は,

(1)コ ンサル タン ト自身が優秀 であ るこ と,

(2)伝統 的にSRI,AEI,ラ ン ド研 究所な どの シ

ンクタ ンクの発展 によ り,コ ソサル タソ トの

層が厚 く,国 内外進 出が盛 んで今 までの実績

が高 い こと(注11),

(3)報告 書 の書式 や作成作業その ものが,国

際機 関 に近 く,協 調 的であ ること,

(4)米国 国内 に在住す るため,情 報収集や コン

サルテ ィングが外 国人 よ りも容易な こと,

(5)臨機 応 変で即戦型 の人材 が多い こと,

(5)米人 世銀 ス タ ッフが退職後,コ ンサルテ

ィング企業 にス カウ トされ,世 銀 内部 の動 向

を熟知出来 る こと,

な どが挙げ られ てれ る.

一 方
,日 本人 コンサル タン トの採 用数は,

そ れ ぞれ世 界銀行11位,ア ジア開発銀 行2位,

UNDPI5位,と ア ジア開発銀行 のみ に強 さを

発揮 している.

米 国が世界銀行,米 州開発銀行の プ ロジ ェ

ク トに強いの と対照的 に,日 本は アジア開発

銀行 の実施す るプ ロジ ェク トの受注に 占め る

シ ェアは30%前 後 と言われ てい る.こ の点,

ニ ュージ ラン ド政府 の アジア開発銀行代表 は
,

日本 とアジア開発銀 行の関係 を,「日本 は1ド

ル拠出す る毎 に,90セ ン トの恩恵 を受 けてい

る」 と批判的 な発言 を してい る.

世 界銀行や米州開発銀行 にあれだ け強 い米

企業 が,コ ンサル タン トの採用 を除 き,物 資

調達 のための国際入札で創設 当初 に予 想 した

ほ ど振わ ない点 として,

(イ)本店が米 国か ら遠 いマ ニラに置 かれ,日

本 の商 社機能 に似た有効 な情報収集 チ ャンネ

ルを持たない,

(ロ)米企業 の入札参加 の絶対数 が少な く消極

的であ る,さ らに,米 国内 の中小企業 は アジ

ア諸 国での ビジネ ス慣習がわか りに くい,

の 中南米,中 東,ア フ リカにプ ラン ト輸 出

の力点が置 かれて きた,

←)国際競争力 が低下 してい る業種が増加 し

てい る,

な どの マイナス要因 が挙 げ られる(注12).ア ジ

ア開発銀行 も含め東南 アジア市場 は伝統 的に

日本企業 の進 出が 目立つ .し か し,シ ンガポ

ール を中心 に米企業 も金融
,石 油製 品な どで

巻返 しを図 ってい る(削3).

また,UNDPの 場 合,米 国が拠 出額以上 に

収 入を得てい る年度 もしぼ しばあ った.米 議

会用 に国連 が作成 した レポー トには,米 政府

拠 出金 の8割 がたは,機 材購入,サ ブコン ト

ラク ト(下 請事 業)あ るいは専門家派遣 な ど

の受注収入 を通 して米企 業や米国経済 に還元

されて いる,と 書 かれてい る.

国 際機 関へ の貢献度 を計 るバ ロメーター と

して,④ 拠 出金,⑧ 資材調達,◎ 人材供給(職

員,専 門家,コ ンサル タソ ト),が 挙 げ られ る

が,職 員構成 の面 も見逃 せ ない.特 に,国 際

機関の上級職員 の任命 は事実上"政 治的任命

制度"と 呼 ぼれ,加 盟 国政府 と事務局 との協

議を含め,政 治外交上 の配慮 で決定 され る頻

度 が極 めて高い.こ の点,米 国は世 界銀行,

国際 開発協 会,国 際金融公社,ア ジ ア開発 銀

行,米 州 開発銀 行 とい う5大 国際開発金融機

関の筆 頭株 主 で あ る関係 上,重 要 ポ ス トを

軒 並 み獲 得 して い る.以 前,「Partnersis

Development」 報 告書 を世 界銀 行に提出 した

ピアソン委員会が ,「 世界銀行 はアング ロ・サ

クソン系 民族 に偏重 している」(注14>,と指 摘 し

ている ことか らも,米 国政府並 びに米 国職 員

の影響力 の強 さは察 せ られ る.世 界銀行 は略

称rWorldBank」 と称 され るわ けだが,非

欧米出身者 は これ を皮 肉 ってrWhiteBank」

と呼び,白 人支配,米 人主義 を暗に批判 して

いる..

具 体 的に述べ ると,世 界銀行 の場合,総 裁
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以下3人 の副総裁 ポス トを含め重要 なポス ト

を掌握 している.世 界銀 行総 裁 として13年 間

君臨 して きた マクナマ ラ前総裁 は81年6月 に

辞任 した.後 任には世界最大 の商業銀行Bank

ofAmericaの ク ローセ ソ会長 が抜 て きされ

た.前 任総裁の"開 発"思 考 とは対照 的な"銀

行"思 考の持ち主であ る.い ずれ に して も,

創 設 以来 の"米 人主義"は 崩れそ うにない.

米 州 開発銀 行の場 合は,専 門職以上 の全 スタ

ッフの4分 の1を 米国人が 占めて いる.特 に,

米 人上級 スタ ッフは副総裁,財 務局長,法 律

顧問 な どの要職 を押 えてい る.日 本が歴代総

裁を輩 出す るアジア開発銀 行では,ベ トナ ム

戦争直後 に米 国企業 のアジアか らの撤 退が予

想 されたが,シ ンガポールをは じめ とした直

接投 資は活発 と言 える(削5).全体 の一割に当た

る30名 の 米国人 スタ ッフがマニ ラに勤務 して

お り,そ の トップとして78年4月 か ら商務省

出身 の カ ッツ氏が副総裁 に就任 した経緯が あ

る(注16).国連 グルー プの場 合,日 本は拠 出金 に

比べ て,日 本人 ス タ ッフがは るかに少ないの

は事実で ある.国 連援助 活動 に熱心な北 欧外

交官は 「日本 の国際機 関に対 す るー協力はお付

き合いの枠 を越 えていない」 と指摘 した事 も

あ るが,人 材 に関 しては的 を射 ている.国 連

での 日本人職員数 は101名 と米国504名 の5分

の1に す ぎず,幹 部職員(Dク ラス以上)も

8人 と少ない(82年6月 現在).し か し,第1

表 の よ うに,日 本の政府開発援助全体 に占め

第1表 国際機関への援助の比率

(支出純額ベース、単位:%)

1976 1977 1978 1979 ・:1

日 本 31.9 36.9 30.9 27.2 40.6

米 国 34.5 30.3 38.7 13.0 38.4

フ ラ ン ス 14.0 15.4 13.1 17.3 17.3

西 独 24.6 25.8 35.5 35.5 35.5

英 国 30.4 39.2 42.1 43.7 30.1
DAC 30.4 31.4 34.0 28.9 35.5

(注):米 ・独 ・英 に つ い て は 、1978年 以 前 はencashment

ベ ー ス

る国際機関 の比 率は80年 に 関 して40.6%に 達

して,主 要先進 国中1位 の実績 であ る.た だ

し,政 府開発援助額 自体 が低 い とい う問題 を

盲れて はな らない.81会 計 年度 より政府援助

の5年 間倍増計画 を実施 してお り,名 実共 に

国際機 関への資金協力 は増加傾 向にある と言

え る.

さて,国 際機関が情報の宝庫 といわれ るゆ

えんの一 つは,経 済協 力に関す る調整機 能の

役割 が増加 してい る点であ る.世 界銀 行を筆

頭 に各専 門分野,特 定地域 に関 して公 正中立

な立場 を フルに活用 してい る.

例 えぽ,世 界銀行 は,(1)援 助 調整 グル ープ

の事務局,(2)国 際 援助機 関 との共 同調査,連

絡会議,(3)先 進 援助諸 国政府 との経済協力 に

関す る協議,な どの調整機能 を有す る.(1)の

ケ ースは11の 援 助調整機構の指導的役割 を果

してい る.こ れ らはバ ソグラデ ィシ ュ,コ ロ

ンビア,エ ジプ ト,韓 国,ネ パ ール ,パ キス

タ ソ,フ ィ リピン,ス ーダン,ウ ガソダ,ザ

イールの国家グル ープとカ リブ経済開発 グル

ー プであ る
.(2)の ケ ー スはIMF,UNDP,

FAO,WHO,UNIDO,ILO,UNCTAD,

UNICEF,UNFPA,UNITAR,UNEP,

国 連 地域経済委員会,OECD,ア ジ ア開発銀

行,米 州開発銀行,ア フ リカ開発銀行 な ど31

の 国 際経済協力機関 に及ぶ.例 えぽ,FAO(国

連 食料農 業機 関)に は,1980年 度 に40ケ 国,

178件 の共 同農業開発 ミッシ ョソを送 った.そ

して,(3)の2国 間協 力では,米,イ ギ リス,

西 ドイ ツ,フ ランスな どの担 当経済協 力機 関

との定期.r.を 実 施 してい る.

国際協力 の推進,国 際社会 での貢献,南 北

問題解決 の橋渡 しとい う大局的 な視点 に立 っ

て,日 本は国際機関 の強化拡充 に臨む事 が望

ましい.さ らに,そ うした 日本 の国際的貢献

に関す る海外広報の充実 も急務 といえる.(注'η
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2.日 本の3倍 の資金量 を有する国

際開発金融機関の援助 内容

世界 の輸 出市場を,西 側先進 諸国市場(第

一市場)
,社 会 主義諸 国市場(第 二市場),発

展 途上諸 国市場(第 三 市場),と あ えて区分 し

た場合,第 三市場 の見方 を変 えて"国 際機 関"

経 由 とい う第 四の輸 出市場の存在を挙げ る事

が出来 る.

また,対 外援助 を 「経済援助」対 「軍事援

助」,あ るいは「政 府ベ ース援助」,さ らに「2

国 間援助」対 「多国間援助」 など種hの 方法

論で区分す る事 が出来 よ う.こ の場合,国 際

機関 の援助 は,さ しずめ 「経済 ・多 国間 ・政

府 ベース」援 助に該当す る3要 素 の組合せ が

金額面 では圧倒 的に多い.

しか し,国 際機 関 と一 口で言 って も,最 初

に述べ た通 り,地 球上 には一 番 大 きい国 際

連 合 を筆頭 に,大 小相 当数 の グ ロ ーバル な

政府 間組織 が散在 してい る.rYearbookof

InternationalOrganizations」 の81年 度 版に

よる と,世 界には1万4792に の ぼ る国際組織

があ り,そ の うち政府間機 関は1039組 織 に達

す る.ま た,Non-Governmental

Organizations(NGO,非 政 府団体)の 数は

9338と 多 い.国 際機関本部 の所在国は,米 国

20%,フ ラ ソス11%,ベ ル ギ ーとイギ リスが

9%と 圧 倒的 に欧米諸 国に偏在 し,NGOを 合

わせて本部所在都市 の1位 はパ リ834団 体,ブ

ラ ッセル751団 体,ロ ン ドソ569団 体 にのぼ る.

この点,OECD事 務 局 は国際機関の重複援助

活動を防 ぐた めの統廃 合の検討 に着手す るに

及んで いる.OECDは,発 展途上 向け援助 に

あた って いる世界銀 行,UNDP,FAOな ど主

要10機 関 だ けで年 間事業 規模 が150億 ドル程

度,専 門職員数 が1万 人を超 える,と 指摘 し

て いる.国 連 を中心 とした区分で は,地 域経

済委員会,専 門委員会,常 設機 関 となるが(第

1図 国連 と専門機 関機構図),本 項 では次の

様 な区分 を行 な った:

α)国連グループ(UNDP,WHOな ど)

(ロ)国際開発金融機関グループ(世 界銀行,

アジア開発銀行など)

の地域協力機関グループ(米 州機構,ア ジ

ァ生産性機構など),

の3グ ループである.の の地域協力機関の

台頭 もアラブ産油国を中心 とした発展途上国

側援助機関の創設 ラッシュで著 しい.ア ラブ

関係では,「 アラブ経済社会開発基金」「イス

ラム開発銀行」「アラブ通貨基金」「アフリカ

経済開発アラブ銀行」「OPEC国 際開発基金」

などが該当する.

だが,こ と経済協力全体に関しての国際機

関の位置づけは,

(1)OECD西 側先進諸国,

(2)社会主義国,

(3)産油国,

(4)国際機関,

の4グ ループに区分するのが適当と思われ

る.OECD加 盟 諸 国 の80年 政府 開 発 援 助

(ODA)だ けでも,268億 ドルに達する.つ ま

り,経 済援助マーケットは有望な大市場なの

である.

ところで,国{一 関が実施する経済協力の

推進の長所には一,

① 国際機関はその中立性,客 観的立場から,

国際的 トラブルの調停者 として,指 導的役割

を演じられる.例 えぽ,イ ンド=パ キスタソ

両国間の分水域の仲裁,債 権国際会議の事務

局など.

② 世界的,普 遍的次元での調査や助言の必

要性に合致出来る.例 えぽ,発 展途上国の人

口抑制や貧困層の救済など.

③ 大規模な総合開発プロジェク ト推進のま

とめ役に最適である.例 えぽ,メ コソ河総合

開発や西サハラ開発プロジェク トなどの調整

役ななど.

④ 資本主義圏対社会主義圏,先 進国対発展

途上国間の技術移転や人物交流のかけ橋にな

れる.例xぽ,余 り知 られていないが,社 会
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主義圏から欧米留学への重要なチャンネルな

ど,
一の点があげられる.

こうした長所がある反面,国 際機関特有な

短所 もある.よ く指摘される問題点を列挙す

ると,次 の通 りである.

① 国際機関の運営,特 に決定プロセス,が

緩慢で,費 用がかさむ.例 えぽ,UNDPの 場

合,ナ ーバーヘ ッド・コス トという名 目で年

度によっては経済協力事業費の約13%が 委託

実施機関に持っていかれる(注18).

② 植民地が無かった りして,歴 史的に発展

途上国との関連が薄いスカンジナビア諸国の

ような先進国の積極的支援がある反面,米 国

のように国際機関設立の先進国でありながら,

その後"国 連離れ"し た国も存在する.ま た,

フランスのように発展途上国向けの自国援助

総額の1割 台程度 しか国際機関に拠出してい

ない先進国もあ り,主 要援助国間のアンバラ

ンスも少な くない.

③国際機関の援助活動に関する分析,監 督の

調整の効果的な方法が十分 とは言えない個9).

④ 国際機関の場が,米 ソの政治紛争の舞台

と化している.具 体的には,対 ソ経済制裁の

一環として,米国はUNDPの ベ トナム向け援

助のたな上げを要求 した.そ の決定の理由は,

(イ)紛争当事国への援助は軍事転用 される恐れ

が強い,(ロ)国際機関の援助継続は各国が紛争

当事国への制裁 として とる援助停止措置の効

果を弱める,と している.前 述 した通 り,レ
ーガソ米政権は発足当初から援助政策の重点

を米国の意向が反映 しやすい2国 間援助に移

し,国 際援助機関への出資,融 資に消極的な

姿勢をとっているのである(注2°).

世界の政府開発援助全体に占める国際機関

のシェアは約3分 の1で ある.こ こで注意す

べき事は,国 際機関の援助資金は一,

⑦先進諸国や産油国からの政府開発援助拠

出に加えて,

⑦国際金融市場から世銀債などの形態で調

達 す る資金,

◎ それに借 款の場合 には貸 した先 の途上 国

か らの返 済金,

な どの資金 に よ り構成 され るこ とで ある.

11国 際機 関の外債 及 びユー ロ債発行額 は80年

度88億7680万 ドル にのぼ る.内 訳 は,世 界銀

行が約半 分の47億6150万 ドル,欧 州投資銀行

が22億9620万 ドルであ る.従 って,こ うした

3つ の公私 の資金源 に裏付 けられた国際援助

機 関の融資量は想像以上 に大 きな額 にのぼる.

81年 度 の主要国際機関 の融資承認額 をま とめ

ると,世 界銀 行88億900万 ドル,国 際開発協会

34億8200万 ドル,ア ジア開発銀 行16億780万 ド

ル,米 州開発銀行24億9300万 ドル,ア フ リカ

開発銀行3億2190万 ドルを計上 している.国

際援 助機関の経済協力額全体 に対 しては世界

銀行 グル ープが36%,国 連 グループが24%を

そ れぞれ 占め る.ち なみ に,同 年 の 日本 の政

府開発援助 は約33億 ドル なので,国 際機関 は

日本の5倍 の援助規模 を有す る事 になる.つ

ま り,国 際援助機関 は経済援助物資 の調達 に

関 して 巨大 な輸 出市場で ある.そ れ が,さ ら

に万国 に公平 に開 かれた市場で ある.

前 述の よ うに,国 際援助機関全体 に占め る

世界銀行 グル ープの比重 は4割 近 くを占め る.

加}て,3大 地 域開発金融機関 と呼 ばれ るア

ジア開発銀行,米 州開発銀行,ア フ リカ開発

銀行のそれぞれ担当の地域内融資額 よ りも世

界銀行の三地域へのそれぞれ の融資額 の方 が

上回 ってい るの も事実で ある.例 えぽ,81年

度 の場合,世 界銀行 のアジア地域融資額 は48

億8960万 ドル(ア ジア開発銀行16億7800万 ド

ル),ラ テ ン・アメ リカ地域融資額 は31億5320

万 ドル(米 州開発銀行24億9300万 ドル),ア フ

リカ ・中東地域融資額 は42億4800万 ドル(ア

フ リカ開発銀行3億2190万 ドル),で あ る.世

界銀行 グル ープの地域毎 の援助 シ ェアは最近

の比率をみ る と,世 界銀行 は中南米36%,ア

ジ ア29%,ア フ リカ19%,欧 州 ・北 アフ リカ

14%で あ るが,国 際開発協会 はアジア74%,
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ア フ リカ21%と 極 端 なアジア志向型 で,特 に

南 アジアの イソ ド,パ キスタ ン,バ ソグラデ

ッシ ュ3か 国の 占め る比重 が高 い.国 際金融

公社 の場合 は中南米43%,ア ジ ア31%,中 東 ・

北 ア フ リカ28%と,中 南米志 向型 と言え よ う.

前 述 の援助 先の割合 を累積額 国別単位 で調

べ る と,優 先 被援助国 の1頃位 は次 の通 りであ

る一

世界銀 行では1位 ブラジル61億5770万 ドル,

2位 メキシ コ51億9460万 ドル,3位 イ ン ドネ

シア37億2900万 ドル,4位 韓 国33億3850万 ド

ル,ま た無利 子の国際開発協会 では,1位 イ

ン ド95億6620万 ドル,2位 パ キスタソ14億4690

万 ドル,3位 ・ミングラデ シュ17億8820万 ドル,

とい うように人 口増 が著 し く資源 に乏 しいイ

ソ ド亜大陸3力 国が中心 となっている(81年

6月 末 まで の国別累積 額).従 っ て,5大 国際

開発金融機関 の援助先 は,後 発後進 国へ の援

助を優先的 に増加 させ るとい う目標 を しり目

に,イ ン ド,ブ ラジル,メ キシ コ,,韓 国,バ

ング ラデ ッシ ュ,ア ルゼ ンチン,イ ン ドネシ

アな どに集 中 してい る.2国 間 援助 も含 めた,

い わゆ る公的債務 を抱 える"被 援助大 国"が

出現 して いるわ けであ る(注21).

さて,国 別融資 と共 に国際機関援助で見逃

しては な らない要素 は部 門別の融資額 の動 向

であ る.6大 国際開発金 融機 関の部門別 の融

資額を ま とめてみ る と,農 業 重視政策 に沿 っ

て,農 業部門が全体 の32%を 占め る.以 下運

輸通信部門17%,鉱 工 業部 門14%,電 力 部門

12%,開 発 金融公社部 門7%,水 道 部門5%

と続 いてい る.世 界銀行 では金額 的 には電力,

運 輸両部門の比重が農業部 門に続 いて高 い.

マ クナマ ラ前総裁以来脚光 を浴 びて きた新開

発 分野‐BasicHumanNeedsと 呼 ぼれ る

人 口 ・教 育 ・環境部門,最 近 ではエネルギ ー

部 門(除 く電力)へ の融資 は前年比 では増加

傾 向にあ るが,プ ロジ ェク ト件数 や絶 対額で

は優先順位 に反 して まだ少 ない.

この よ うに,国 際機関援助 を"地 域別"や

"国 別"に 対 して"産 業部門別"に クロスオ

ーバー させて
,援 助動向の特徴 を把む事 は,

国際機 関アプ ローチの基本的作業で ある.こ

の点,国 際機 関 と2国 間 には,そ れぞれ得意

な経済援助 プ ロジ ェク トが違 った分野 にあ る

事 が注 目される.例 えぽ,国 防,鉱 山開発,

石 油化学 に関係す るプ ロジ ェク トで は,前 者

の国際機 関の実績 が極 端に低い.さ らに,地

域的 には中東産 油国,中 進工業国へ の融資 は

極力押 え られてい る.す なわ ち,2国 間 援助

と補完的 に活 躍す る面が存 在する(注22).日本 の

2国 間援助 は,国 別で は1位 イ ン ドネ シア(全

体 の17.9%),2位 バ ン グ ラデ ッ シ ュ(11

%),3位 タ イ(9.7%),4位 ビルマ(7.8%)

と ア ジア地域 が全体 の70%を 超 えて いる し,

産 業別で は1位 公共 事業(66%),2位 農 村漁

業(11%),3位 鉱 工業 ・建設(9.5%),と 国

際機関 と違 った優先順位 を有す る(い ずれ も

80年 度)(注23).こ の 両分野 の相違 が,日 本 の国

際機関援助へ の関心 を低 めてい る事は否定 出

来 ない.

3.国 際機関 との協力形態

近 年,プ ラソ ト・プ ロジ ェク トの(1)大 型 化

や,(2)途 上 国 の融資 リス クの拡 大,さ らに,

(3)投資 前調査 の技術的 困難 性を反 映 して,r協

調 融資(Co-Finacing)」 型 プ ロジ ェク トが増

加傾 向にあ るのも経済協力形態 の特 徴 と言 え

る.こ の場合,協 調融資 の方法 には,3通 り

あ る一,

第1は,他 の国際機関や政府等 の公 的援助

資金 との協 調融資,

第2は,「 輸 出信用」 を通 じる協調融資,

第3は,最 近増加傾 向にある銀 行等民間金

融機 関 との協 調融資一.

世 界銀行 は81会 計 年度 に79件 の協調 融資 プ

ロジ ェク トを実施 した .こ の協調融資 は総 額

40億3800万 ドルに達 し,総 融資額 の3分 の1

を 占め るに至 ってい る.80年 度 は93件 の協調

融資(65億1630万 ドル)で あった.1973年 が
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第1図 国 連 と 専 門 機 関 機 構 図

国連パ レスチナ休戦監視機構

国連インド、ノ・ヰスタソ羣事監視団

国連キプロス平和維持軍

国連緊急軍(ユ ネフUNEF)

国連非従事監視団

安全保障理事会(安保理)

主要委員会
常設、手続委員会

軍縮委員会(UND)

軍事参謀委員会

国際司法裁判所(ICJ)

事 務 局 総 会 信 託統 治 理事 会

,-,

総会

に

よ
つ

て
設
立
さ
れ
た
機

闘

経済社会理事会(経 社理)
(ECOSOC)

国連パ レスチナ難民救済事業

機関(UNRWA)

国連貿易開発会議

(UNCTADア ンクタッド)

国連開発計画

(UNDP)

国連工業開発機構

(UNIDOユ ニ ド)

国連訓練調査研究所

(UNITAR)

国連児童基金

(UNICEFユ ニセフ)

国連難民高等弁務官
事務所(UNHCR)

世界食糧計画
(WEP)

国連環境計画

(UNEP)

国連大学(UNU)

国連特別基金
(UNSF)

世界食糧理事会

(WFC)

地域経済委員会

機能委員会

会期、常設、特別委員会

　

専
門
機

閻

国連原子力機関(IAEA)

国際労働機関(ILO)

国連食糧農業機関(FAO)

国連教育科学文化機関(UNESCOユ ネスコ

世界保健機関(WHO)

国際通貨基金(IMF)

国際復興開発銀行(IBRD世 銀)

国際開発協会(IDA第 二世銀)

国際金融公社(IFC)

国際民間航空機関(ICAOイ カオ)

万国郵便連合(UPU)

国際電気通信連合(ITU)

世界気象機関(WMO)

政府間海事協議機関(IMCO)

関税 と貿易に関する一般協定(GATT
ガッ ト)世界知的財産機

関
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37件,4億9620万 ドルにす ぎなか ったか ら急

激 な増加傾 向にあ る.ア ジア開発 銀行の場合

は,2件 の 日本機 関 も含 めた23プ ロ ジェク ト

に総額6億2716万 ドル の協調融資 を,他 機関

か ら得 ている.

この種 の"マ ル チ(国 際機 関)・ バイ(2国

間)"混 合 方式 は,融 資量 の増大 のみな らず相

方の長所 を さらに伸 ぽす事が可能 である.国

際機 関 と日本 の協調 融資,具 体的 には,日 本

輸出入銀行や海外経 済協 力基金 あるいは都市

銀行 との シンジ ケー ト ・ローン等,の 場合 は,

日本企業が関与 出来 る対象範囲が必然的 に拡

が るわ けで ある.は か らず しも,レ ーガソ米

政権 は多国間援助 を敬遠す る方向だが,日 本

側 は世 界銀行等国際開発金融機 関 との協調融

資方式 に よる経済協力 に積極 的に乗 り出す気

配 を見せてい る.

一 方
,応 札す る民間企業側 の競争 力強化 の

一手段 として
,国 際機関 プ ロジ ェク トを"コ

ン ソーシ ャム(連 合)"形 態 で勝 ち取 るの も有

効 な手段 とな ってい る.そ の場合,

(1)日本 や 米国企業同志の"日 本連合""米 国

連 合"方 式,

(2)他先 進 国企業 との"合 弁"'提 携"方 式,

(3)途上 国企業 との"サ ブ・コソ トラク ト(下

請)"方 式,

な ど3通 りの方式 が実施 されて いる.い ず

れ の ケースで も,各hの 企業が持つ技術,人

材,情 報 力等の弱点 を補 完 し合い,逆 に長所

を生 か し合 った総合的競争 力の強化を 目指す

事 に力点 が置かれ ている.

例 えぽ,急 増す る都市人 口の対処を 目的 と

した イ ン ドネ シアの ジ ャカル タ上下水道拡張

プ ロジ ェク ト(世 界銀行 の援助)の 受注 に成

功 した 日米企業 一 日本水道 とジ ェームス ・ア

ン ド・モ ン トゴメ リー社(カ リフォル ニア)

の 両 コンサル タソ ト企業 の コー ソーシ ァム方

式は両社が技術面 で補完的役割 を演 じてい る.

また,日 米企業 の技 術提携,産 業協 力形 態は

日米経済摩擦 の解 消に も役立つ(注24).

こうした長所もある反面,連 合方式に短所

も存在する.協 調すると一 口で言っても,相

方の参加比率,条 件,人 材,機 材,利 益に関

して必ず しも国際的な共通基準やルールが定

ま6て いるわけではない.従 って,こ れらを

め ぐって煩雑な協議手続きが必要 とな り,場

合によっては納得のい く答えが出るとは限ら

ないのである.

4.米 国の国際機関に対す る情報力

「米 国経済 の中心は ニュー ヨークだ が,世

界の情報 セソターは ワシン トンだ」 とロビイ

ス トた ちは申 し合 わせた よ うに語 る(注25).米 国

の相対的 な国際的地位 が低 下 して も,世 界最

大級の強国で ある事 には変わ りがない.米 議

会,連 邦政府,各 国大使館,業 界団体本部,

研 究所 等あ りとあ らゆる機 関が人 口60万 足 ら

ず の街 ワシ ソ トンに集中 してい るか らだ(注26}.

そ の一 角に国際機関 も同居 してい るわけであ

る.世 界 銀 行 グ ル ー プ,国 際 通 貨 基 金

(IMF),米 州 開発銀行,米 州機構(OAS)等

が それだ.

さて,国 際機 関が発展途上 国向けに行な う

経済協力 プロジェク トの国際入札 に勝 つには,

まず,(1)そ の 国際機 関の政策,機 構,動 向,

人 脈等 を基盤 とした上で,(2)プ ロジ ェク トの

準備過程 での正確 な情報 収集活動,が 決 め手

に なる.つ ま り,(1)並 び に(2)は 米 ロビイス ト

の基本的活動範 囲であ る(注27).

米 国 の官民協調 に よる情報 伝達 ルー トを例

に とって,"国 際 機関 と付 き合 う法"を 考察す

る と,次 の事 が言 え る.第 一 に,1966年 政

府部 内 に発足 した 「国 際金 融政 策 に関す る

国家諮問委 員会(TheNationalAdvisory

CouncilonInternationalMonetaryand

FinancialPolicies)」 が世界銀 行等国際開発

金 融機 関一米政府一民間企業 の情報 チャソネ

ルで重要 な役割を演 じている.こ の委員会は

財務長 官を委員長 として,国 務長 官,商 務長

官,連 銀 総裁,輸 銀総裁 の5人 で構 成 され る.
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委員会の機能は主に,世 界銀行に代表される

国際開発金融機関の財務計画,事 業内容,等

に関して,米 政府部内の意見調整,政 策立案

作業および決定を行な う事にある.組 織的に

は,前 述の5名 から成 る閣僚レベルの委員会

の下に,政 策立案に関しての意見調整を行な

う事務次官補 レベルの 「代理委員会」が設け

られている.こ の委員会はほとんどの政策事

項に関与するが,日 常業務を遂行するのは,

さらにその下部組織に当たる専門職 レベルの

「スタッフ委員会」である.つ まり,「閣僚」

一 「事務次官補」一 「専門スタッフ」の3段

階に分れて対処する.実 務を担当するスタッ

フ委員会のメンバーには,5人 の閣僚 レベル

委員(連 銀,輸 銀総裁は閣僚 とは呼ぽない)

が所属する中央官庁に加えて,国 防省,運 輸

省,USAID(InternationalDevelopment

CooperationAgency)等10以 上の関係官庁

の代表が参加する.会 合は原則 として週1回

開催 され,3大 国際開発金融機関 と称される

「世界銀行」「米州開発銀行」「アジア開発銀

行」それぞれの米国理事室メンバーや財務省

内に置かれた事務局の説明に基づ き,政 策事

項に関す る案件の審議を詳細にわたって行な

う.
一方
,USAID長 官を委員長 とす る 「開発

委員会(DevelopmentCoordinationCo-

mmitee)」 が個 々の国際開発プロジェクト案件

の審査機能を持つ.78年6月 までは前述の「国

家諮問委員会」の職名であった個hの 国際開

発プロジェク トの検討業務が行政改革の一環

として 「開発調整委員会」に移管 されたわけ

である(注28).米国は国際開発金融機関の経済協

力プロジェク トを,そ の準備段階からすでに
一件一件関係官庁で審査 し,さ らに各国際機

関理事会に臨む米政府の方針や態度を決定 し

ている.そ の間,商 務省,財 務省,輸 銀等に

回覧された書類やプロジェク ト情報はインフ

ォーマルな形で関係するプラソト輸出業界や

コンサルティソグ企業群に伝播 していくとい

われ る(注29).日本 政府 には2国 間経済協 力に関

して,外 務,通 産,経 企,大 蔵4官 庁で構成

す る協議調整機関 は存在す る.し か し国際機

関援助 に関 しての米政府 の開発調整委員会や

国家諮問委員会 のよ うな大規模 な審議機関 は

存在 しない.米 国の貿 易,投 資活動がGNPの

10%を 占め るに至 った現在,カ ーター,レ ー

ガソ前現政権共 に官民協調 の対外経済政策 に

熱心 と言 える(注3°).とりわ け,商 務省 は79年 秋

に発表 された 「国家輸出政策」(注31)にそ って"輸

出振興"に 本腰 を入 れてい る.民 間企業へ の

この種 の支援措置 に活動 の重点 を置 く"主 要

プ ロジ ェク ト部(MajorProjectDivison)"

とい うプラ ン ト輸 出担 当の部 局 も設置 され

た(注32).

米 企 業 の場合,米 政府 の支援活動 への依存

部 分 も大 きいが,独 自のチ ャンネルで情報収

集並 びに業務手続 きを行 な うための オフィス

を ワシ ソ トソをは じめ ニューヨーク,ジ ュー

ネ ーブ,パ リ等国際機 関所在地 に構 えてい る

大 ・中堅企業 も少な くない.国 際機 関が欧米

に片寄 ってい るため,日 本企業 は国際 ビジネ

ス活動 に際 し,欧 米企 業に比べて距離 的,時

間的ハ ンデ ィキ ャ ップがあ る.な お さら,日

本企業 の場 合,ワ シソ トン等前 線基地 での情

報収集 活動 に優先順位 を置 くべ きであろ う.

言 い換 えれぽ,国 際機 関の本部所在地 が米国

内にあ る事 こそ,米 企業 は情報 力を含む非価

格 分野の国際競争 力の優位 性を持ち合わせて

い るわ けであ る(注33).

しか しなが ら,米 企業の一部には世 界銀行

プロジェク トを敬遠 してい る企業 もあ る.理

由は世 界銀 行の入札条件,手 続 き,審 査が煩

雑す ぎる点 と,国 際入札の政策上,発 展途 上

国の コソサル テ ィソグ企業や プラソ ト関連 企

業 に優 先的であ るか らと言われ る.世 界市場

での軽工 業製品のみ ならず機械,肥 料,部 品

産業等 での シェアも増加 傾 向にあ る㈱4).実

際,国 際機 関の国際入札に低人件 費を武 器に

した韓国,イ ン ド,ブ ラジル等中進工業 国の
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躍 進が 目立 って きて い るの も事 実 であ る(注35).

投 資 前調 査や技 術協力 を実 施す るUNDPが

中心 の国連専門機 関援助 で も,こ こ数年 中進

工業 国の受注実績 は 目覚 しい.例 えぽ,従 来

欧米 人が主流で あった技術 専門家派遣数 では,

発 展途上 国国籍者が全採用者 の三割 に達 し,

プ ロジ ェク トのサ ブ ・コソ トラク ト(下 請事

業)額 は全体 の二割弱 を記録 してい る.

ワイソバー ガー国防長官,シ ェル ッ国務長

官を輩 出 したベ クテル社(注36)やフ ロァー社(共

に カル フ ォルニア州)を は じめ とす る大手 の

米 プラン ト輸 出/エ ンジ ニア リソグ企業 の方

は,資 金力,情 報収集 力,技 術力が3拍 子 そ

ろって抜群 に強 く,さ らに長年 にわた って蓄

積 した豊富 な ビジネス経験 と実績を十二分 に

活用 出来 る.イ ラン,ポ ー ラン ド,レ ・ミノン

等の国情不安 に代表 され るカン トリー ・リス

クを回避す るた め,米 企業 は情報収 集 ・分析

に余念が ない.ベ クテル社 の場合,特 に中東

に力点を置 いて,マ ッコーン,ヘ ル ムズ両元

CIA長 官,ハ ー ト元 サ ウジアラ ビア大 使を コ

ンサ ル タ ン トに 起 用 し て万 全 を 期 し て い

る(注37).米企 業 には,世 界的及 び長期的見地 に

立 って世界銀行や他 の国際援助機関 の退職 者

あ るいは発展途上 国か らの留学生 を採用 して

い る企業 も多 い.ワ シン トソに本社 を置 く通

信 分野の中堅 コンサルテ ィング企業一 テ レコ

ンサル タン ト社 の ケースでは(注38>,産油 国を中

心 とした中東 と北 ア フ リカとい う需要 の大 き

い地域 にそれぞれ一名 の市場開発要員 を派遣

し,巡 回 させて いる.

一 般 に国際機関 の プロジ ェク トの準備情報

は,そ の国際機 関の理事会用 「プ ロジ ェク ト・

サ マ リー」,広 報 部 の 「ニ ュ ー ス ・リ リー

ス」,国連 が隔週発売す る「デベ ロップメソ ト・

フ ォー ラム ・ビジネス版」等 の活字 を通 して

入手 す る ことが出来 る.(第2表 国際機関発

行 の経 済報告書 を参照 の事).国 際 機関 は援

助資金 に関 して,ド イ ツ,米 国,日 本 を上得

意 として いる.ま して,日 米両 国内景気 の停

第2表 国際機関発行の経済報告書

OECD

EconomicOutlook(年2回,経 済 予 測)

OECDObserver(隔 月)

MainEconomicIndicator(月)

EconomicSurvey(月)

国 連

MonthlyBulletinofStatistics

YearbookofNationalAccountStatistics
、

EconomicBulletinforEurope

EconomicBulletinofAsiaandPacific

QuarterlyBulletinofStatisticsfor

AsiaandthePacific

IMF

IMFSurveys(月2回)

InternationalFinancialStatistics(月 刊)

DirectionofTrade(月,年)

BalanceofPaymentYearbook

世 銀

AnnualReport

WorldDevelopmnentReport(年 刊)

GATT

InternationalTrade(年 報)

BIS

AnnualReport

EC委 員会

EuropeanEconomy(年3回)

EurostatNews

滞のみならず,海 外では中国,中 東等プラン

ト輸出市場の需給方向も先細っている.こ う

した保護主義や経済摩擦が懸念される環境下,

国際機関の経済協力が重要な市場である事を

認識する時期が来たようだ(注39).ラ

結 語

日本 と国際機関の経済協力分野での貢献は

米国と比較 した場合,(1)発 言力,(2)人 材,の

各分野に関してはかなり低 く,(3)資 材調達も

比較的低い.ま た,日 本の経済力がイ申びた事

を反映 して,「拠出金(資 金面)」 に関しては

近年 日本の貢献 も著しく高 くなっている.も

ちろん,日 本のイニシアティブで創設 された

アジア開発銀行はどの面も貢献度が高い.

本論で述べた通 り,情 報力 という視点で見

る限 り,国 際機関の本部が偏在 し,さ らに国
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際機関役員 ポス トた欧米人が圧倒的 に多 い.

また,主 要欧米諸 国には官民協調 によるスム

ーズ な情報伝達 が見 られる
.日 本の経済協力

は国際機 関の優先順位 と必ず しも一致 してお

らず,こ れ らの面で欧米諸 国 よ りも総 合力で

脆弱 と言わ ざるを得 ない(注4°).米国 は 日本に国

際社会 での応 分な負担を要請 してお り,日 米

関係 も国際機 関をめ ぐ り新た な対応 が必要 と

な ろ う(注41).
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一49一



情報研究(中 村 敏夫)

82年

(注39)拙 稿"日 本 車締 め 出せ は 少数 意 見 だ"東

洋 経済81年4月4日 号

(注40)通 産 省 「経 済協 力 の現 状 と問 題 点」82年

(注41)拙 稿"日 米 関係20年 の系 譜"正 論80年

9月 号

(1982年9月22日 受付)
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